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第２章 

緑の現状と将来像 
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第１節 

本県の緑の現状 

 

 

１  本県の緑の状況 

 

（１） 広域的にみる本県の緑 

 

埼玉県は、関東平野の中央に位置する内陸県で、東京都、千葉県、茨城県、栃木県、群馬県、長野

県、山梨県の１都６県に囲まれています。 

県土の広さは、東西方向が三郷市から秩父市に至る約 103㎞、南北方向が新座市から上里町に至る

約 52 ㎞となっており、県土面積は平成 27 年国勢調査によると 3,797.75 ㎢となっています。県内は

一級河川利根川、荒川の流域に属しており、その地形は西が関東山地、関東平野中央が丘陵地・台地、

東が低地となっています。 

首都圏においても重要な自然環境を抱えており、首都圏の自然環境の在り方等を示した「首都圏の

都市環境インフラのグランドデザイン」（国土交通省 平成 16年）では、狭山丘陵、三富
さんとめ

新田、荒川・

江川、見沼田圃
た ん ぼ

・安行が、首都圏における保全すべき自然環境とされています。 

 

 

   

 

  

図３ 埼玉県の位置 図４ 首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン 
が示す「保全すべき自然環境」 

＊「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン」
（国土交通省 平成 16年）に加筆 

荒川・江川 

三富新田 

見沼田圃・安行 

狭山丘陵 
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（２） 県内の緑の分布 

① 緑被率、緑の種別から見た緑の分布の状況 

県全体の緑被率（県土面積における緑が占める割合）は 66.8％＊です。秩父地域が最も高く 89％、

南部地域が最も低く 15％です。県の緑被のうち約３割を秩父地域が占めており、一方、県南ゾーンは

約１割となっています。 

南北方向に連たんする鉄道沿線の市街地において、緑被率が低くなっています。市街地の外側には、

南北方向の緑被率の高いエリアが広がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 町丁目別の緑被率 
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図６ 地域別緑被率 

 ＊緑被（田畑以外）は、平成 30年（2018 年）５月に観測され  
  た SPOT－6,7衛生画像より作成 
   緑被（田）、緑被（畑）は、平成 27年（2015年）度都市計画 
  基礎調査の土地利用現況図データを使用 
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緑の種別でみると、山地、丘陵地では田畑以外の緑被が多く、平地では田畑の割合が高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 緑被分布 
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図９ 地域別の緑被分布の状況 
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昭和 50 年(1975年)以降、約 45 年の間に、県内の人口は 482 万人から 735万人へと大幅に増加し、

宅地も同様に拡大を続けてきました。一方、県内の森林・平地林面積は減少を続けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 埼玉県の森林・宅地・平地林面積、人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平地林面積は、森林面積の内数 
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② 緑のつながりの状況 

広域的な視点から緑のつながりについて、既往知見から都市域でも郊外域でも生息が可能な「コゲ

ラ」を指標種として分析しました。 

山地では大規模な山林が形成されています。丘陵地ではまとまりある樹林が分布しており、樹林に

よるつながりが続かない箇所では、田畑がその隙間を埋めるように分布しています。 

一方、台地・低地では、河川や平地林等が緑の拠点として点在していますが、つながりが途切れて

いる場所も散見されます。市街地では、樹林からの緑のつながりが、鉄道や市街地によって途切れて

います。こうした樹林によるつながりが途切れる場所では、田畑が分布している場合もありますが、

つながりを補完する緑被地が不足している場所も散見されます。 

特に、南北に続く鉄道沿いで、緑が不足しており、東西方向の緑のつながりを欠いていることが分

かります。比較的高密な市街地では、鉄道や道路沿いに限らず、面的に緑が不足しています。 

 

 

 

 

図 11 コゲラを指標種とした緑のつながりの状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コゲラ 

コゲラは、２ha 以上の樹林地を営巣拠点（コア）とし、その周辺 500m の 0.2ha 以上の樹林地を採餌等に利用し、そこか

らさらに 250m の範囲内を移動するとされています。コゲラが営巣、利用、移動する緑地のつながりを可視化しました。 
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                                                                出典：国土数値情報（国土交通省） 

図 13 2015年から 2050年の人口増減予測（500mメッシュ） 

出典：平成 27年（2015年）までは「国勢調査」（総務省）、 

令和 2年（2020年）以降は埼玉県推計（国勢調査の人口

総数には、年齢「不詳」を含むため、年齢３区分別人口の合

計とは一致しない。なお、端数処理の関係で年齢３区分別

の合計と人口総数が一致しない場合もある。） 

２  緑を取り巻く状況の変化 

 

（１） 人口構造の変化 

 

埼玉県の人口は、昭和 35 年(1960 年)から平成 12 年(2000 年)にかけて急増し、その後の緩やかな増

加を経て、令和３年(2021年)９月現在、約 735万人（県推計）となっています。平成 27年(2015年)に

は高齢化人口が 179万人、高齢化率 24.8％に達し、超高齢社会となりました。一方、生産年齢人口は平

成 12年(2000年)の 501万人から減少に転じています。 

将来、2040年の生産年齢人口は、ピーク時の平成 12年(2000年)の 501万人から 380万人へと 24％減

少すると推計されています。また、平成 27 年(2015 年)から 2025 年にかけて、埼玉県の高齢者は約 21

万人増加し、高齢化率は 27％に上昇すると見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 埼玉県の人口の推移（年齢 3区分別） 

 

地域別にみると、ほとんどの地域で人口が減少するものの、鉄道沿線の市街地では減少率が緩やかで

す。また東京都に近接する南部、南西部、東部、さいたま地域等の一部では、現在よりも人口が増加す

る場所もあります。 
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（２） 社会情勢の変化 

① ＳＤＧｓの推進 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは、平成 27年(2015年)９月の国連サミットで採択

された、2030年までに持続可能でより良い世界を目指す国際目標のことです。経済、社

会、環境のバランスの取れた世界を目指しており、その関係性を示すＳＤＧｓウエディ

ングケーキモデルでは、経済と社会は、その基盤となる環境によって支えられて成り立

つという考え方を示しています。環境に関する目標は、「目標 13 気候変動に具体的な

対策を」、「目標 15 陸の豊かさも守ろう」等、緑と関連が深く、緑の施策はＳＤＧｓの

推進の根幹をなしているものとも言えます。また、緑の取組を広げる上で、4（教育）、

11（まちづくり）、17（実施手段）も重要です。 

本県においても埼玉版ＳＤＧｓを推進する中で、「埼玉の豊かな水と緑を守り育む」を

重点テーマの一つに定めています。また、経済・社会・環境の三側面における新しい価

値創出を通して持続可能な開発を実現するポテンシャルが高い都市・地域として埼玉県

が「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されました。埼玉版ＳＤＧｓが県民の方々や企業・団体

等の皆様に広く普及するよう作成したロゴマークは、県の豊かな水と緑を表現していま

す。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

② 地球温暖化対策 

令和３年（2021年）、国は地球温暖化対策の推進に関する法律を一部改正し、2050年までの脱炭素社

会の実現を旨とする基本理念を明記しました。また、今世紀後半に温室効果ガス排出実質ゼロを目指す

「パリ協定」が令和３年(2021年)から実施段階に入るなど、地球温暖化対策は大きな節目を迎えていま

す。 

図 14 SDGsの目標４、11、１３、15、17 

社会 

経済 

環境 

図 15 SDGsウエディングケーキモデル 

ストックホルム・レジリエンス・センター作成の図面を基に日本語訳を加筆 

図 16 埼玉版ＳＤＧｓロゴマーク 
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 本県では、令和２年（2020年）３月に、令和 12年度（2030年度）までを計画期間とする「埼玉県地

球温暖化対策実行計画（第２期）」を策定し、地球温暖化対策を総合的に進めています。緑はＣＯ２の吸

収・貯蓄や蒸散作用による冷却効果に大きな役割を果たしており、その重要性が更に高まっていること

から、緑の保全や創出の取組が、計画においてＣＯ２の吸収源対策及びヒートアイランド対策の一つと

して位置付けられています。 

③ 生物多様性の保全 

2010年愛知県で開催された生物多様性条約第 10回締約国会議（COP10）において、生物多様性の損失

を止めるため、2050 年までに人と自然が共生する社会を目指し、2020 年までに行動する愛知目標（20

項目）が採択されました。しかしながら、国連の報告書「地球規模生物多様性概況（第５版）」によると、

20項目のうち完全に達成できたものはありませんでした。今後は、2021年及び 2022年と２部構成で開

催される生物多様性条約第 15回締約国会議（COP15）で愛知目標の検証と 2030 年までの行動目標の検

討が行われます。2021年６月のＧ７サミットにおいて、我が国を含むＧ７参加国は世界目標の決定に先

駆けて、2030年までに陸域・海域の少なくとも 30％の保全・保護（30by30）を進めることに合意してい

ます。 

生物多様性を保全し、自然と共生する社会を実現するためには、生物の生息・生育環境である自然を

保全することが必要です。多様な自然環境を抱える埼玉県においては、それぞれの場所の緑が生物の生

息・生育空間として期待されています。山地等では、原生林や人工林が生物の生息空間となっています。

農耕を基盤としてきた本県では野生動植物の多くが、里地里山的な環境に生息・生育しており、丘陵地・

低地の田園や屋敷林等が重要な環境となっています。 

 「埼玉の豊かな水とみどりを守り育む」を埼玉版ＳＤＧｓの重点テーマの一つとし、ＳＤＧｓ未来都

市としての取組に生物多様性の保全も位置付けています。 

④ グリーンインフラの活用 

グリーンインフラとは、「社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有す

る多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組」（国土交通省「グリー

ンインフラ推進戦略」による定義）であり、近年、国をはじめとする様々な政策に位置付けられています。 

グリーンインフラは、生物の生息・生育の場の提供、雨水の貯留・浸透による防災・減災、水質浄化、

水源かん養、植物の蒸発散機能を通じた気温上昇の抑制、良好な景観形成、農作物の生産、土壌の創出・

保全など、機能の多様性が特徴の一つです。 

特に、令和３年（2021 年）の流域治水関連法改正では、「流域治水」の実効性を高める対策として、

貯留浸透に資する都市部の緑地を保全し、水害の被害を軽減するグリーンインフラとして活用するため、

特別緑地保全地区の指定対象に「雨水貯留浸透地帯」が追加されました。 

また、政府の「ＳＤＧｓアクションプラン２０２０」では、中核の一つである「ＳＤＧｓを原動力と

した地方創生、強靱かつ環境に優しい魅力的なまちづくり」の施策の一つとして、「グリーンインフラの

推進」が位置付けられました。 

そして、市街地を含めた都市全体における緑のあり方や、グリーンインフラとしての位置付けの中で、

緑地としての保全・活用を考える必要があります。  
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⑤ 新しい生活様式への対応 

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、「３つの密」（密閉・密集・密接）を回避することが

求められ、在宅勤務やオンライン会議などが増加しました。自宅近くで過ごす時間が増え、ストレス緩

和や運動不足解消のため、公園など暮らしに身近な緑の価値が再評価されるなど、人々の生活様式や価

値観を大きく変えることとなりました。生活様式の変化に対応し、身近な緑を人々の健康づくりや幸福

度の向上につなげることが重要であり、市街地におけるゆとり空間として緑地や水辺などの自然に触れ

る機会が確保された、誰もが五感で心地よさを感じられる魅力あるまちづくりを進める必要があります。 

 

⑥ 関連法制度の改正等 

近年、緑施策における生物多様性への一層の配慮や民間企業等との連携の促進、都市における農的環

境の確保、森林整備の促進等に関する制度等が創設されました。 

 

■生物多様性への配慮 

・生物多様性の確保には、緑の基本計画に生物多様性に関する方針と施策を位置付けることが有効

であるとされ、国土交通省によって、平成 28 年（2016 年）に都市の生物多様性を図る指標が、

平成 30年（2018年）に「生物多様性に配慮した緑の基本計画策定の手引き」が作成されました。 

■民間企業等との連携の促進 

・平成 29年（2017年）、都市緑地法改正により市民緑地認定制度が、都市公園法改正により Park-

PFI制度が創設されました。これらは、民間企業等が創出する公開性のある緑地への支援や、都

市公園の活用に向けた民間事業者の施設設置など、民間企業等との一層の連携を促進するもの

となっています。 

・また、グリーンインフラの取組を支援するため、国土交通省によるグリーンインフラ活用型都市

構築支援事業が令和２年度（2020 年度）に創設されました。地方公共団体だけでなく民間主体

の取組も一体的に支援するものであり、先進的な官民連携の取組に対する支援実績が見られま

す。 

■都市農地の保全 

・都市農業振興基本法によって都市農地の位置付けが「宅地化すべきもの」から都市に「あるべき

もの」へと大きく転換され、平成 29年(2017年)の都市緑地法改正により、緑地の定義に「農地」

を含めることとなりました。さらに、平成 30年(2018年)の同法改正により、市町村が定めるこ

とができる緑の基本計画の記載事項にも都市農地の保全に関する内容が追加されました。 

■森林整備の促進 

・森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保するため、平成 31年（2019年）に、森林環境税・

森林環境譲与税制度が創設されました。森林環境譲与税は、市町村においては森林の整備、森

林の整備を担うべき人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、木材の

利用の促進その他森林の整備の促進に関する施策に、また県においては市町村が実施する施策

の円滑な実施に資する支援に充てることができます。 
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調査の概要 

・調査方法：Web上で調査票に回答する Webアンケート形式 

・調査対象：埼玉県内に居住する 20歳以上 

・調査時期：令和元年(2019年)９月 

３  県民の緑への関心 

 

県民の緑に対する意識を把握するため、「県民意識調査」を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

県民の約５割が「家の周りが緑に恵まれている」と感じており、地域別にみると南部と東部が約 40％

で最も低く、他の地域は５割を上回っています。 

「緑に恵まれている」「緑に恵まれていない」と感じる理由として「目に見える緑の多寡」「大きな

緑の空間の有無」「様々な場所における緑の有無」が多く挙がっています。 

「触れたり、遊んだりできる緑の空間」については、「恵まれていない」と感じる理由に多く挙がっ

ている一方、「恵まれている」の理由にはあまり挙がっておらず、この分野に対する取組を進めていく

必要があります。 

 

図 17 緑に対する満足度（地域別）（n=4,039） 

  

図18 緑が恵まれている、やや恵まれていると感じる理由(n=2,119)   図19 緑に恵まれていない、あまり恵まれていないと感じる理由(n=785)   

(n) (%)

全　体 4039

南部 430

南西部 387

東部 625

さいたま 687

県央 292

川越比企 445

西部 431

利根 363

北部 283

秩父 96

地
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22.0

28.1

21.6

13.5

13.4

19.8

13.7

16.8

12.4

12.7
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秩父地方のような豊かな自然

環境を有する山地の緑
26.4%

荒川や入間川などの水辺

につながりを持つ緑
16.9%

市街地の屋敷林や神社や

お寺の境内林
7.0%

比企丘陵や狭山丘陵のような、山

地と都市の中間の丘陵地の緑
6.7%

三富新田のような都市

近郊に残された屋敷

林や平地林

2.4%

見沼田んぼなどの

田園地帯の緑
11.3%

特にない

16.2%

その他

0.3%
わからない

12.8%

A

B

C

D
E

F

G

H
I

J

2.5

2.75

3

3.25

3.5

3.75

4

2 2.5 3 3.5 4

重
要
度
平
均

心地よさ平均

●A：戸建てなど個人

の家の、庭木、生垣、植

木鉢などの緑
●B:公園

●C:街路樹

●D:駅前の緑

●E:河川敷・河川

●F:事務所、商業施設、

公共施設の敷地や屋上、

壁面の緑

●G:山地の大規模な

緑

●H:平地やなだらかな

丘陵地の大規模な緑

●I:雑木林や屋敷林、

神社やお寺の境内林

●J:田畑

緑の種類別に、「心地よいと感じる」「保全創出が重要と思う」の回答の相関をみると、いずれの緑

の種類も、保全・創出が重要と考えられています。緑の種類の中でも、特に心地よいと感じており、

かつ保全・創出を重要と考えている緑は、「公園」や「街路樹」などであり、県民の日常の暮らしに身

近な緑が挙げられました。 

「埼玉らしい緑」は、山地や河川、田圃の緑があがる一方、市街地や都市近郊の緑（丘陵の緑、屋

敷林、平地林等）は相対的に低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 心地よいと感じる緑、保全・創出が重要と思う緑の散布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 「埼玉らしい」と感じる緑(%)(n=4,039)  

【心地よさ平均】 

回答者が評価した緑の種類

別の心地よさ（5：とてもよ

い、4：よい、3：どちらとも

いえない、2：わるい、1：と

てもわるい）の平均値。数値

が大きいほど、心地よいと

感じている人の割合が高

い。 

【 重要度平均 】 

回答者が評価した緑の種類

別の重要度（5：とても重要、

4：重要、3：どちらともいえ

ない、2：重要ではない、1：

全く重要ではない）の平均

値。数値が大きいほど、保

全・創出が重要と感じている

人の割合が高い。 
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第２節 

緑の将来像と方向性 
 

1 緑の将来像 

 

埼玉の緑の現状や緑に対する県民の声を踏まえ、今後も、埼玉の緑を守り育て、将来にわたって県

民が緑の恩恵を享受できるようにしていくことが必要です。前節「緑を取り巻く状況の変化」に対応

し、持続可能な社会を実現するには、生物多様性の保全や地球温暖化対策の視点から自然環境との調

和は不可欠です。また、安全・安心の確保、健康・福祉の向上といった多様な機能を有する緑地は、

人口減少社会において、緑に求められる役割がより一層強くなると考えられます。 

緑施策の展開は、経済と社会を支える「環境」をより良くしていくものであり、本県におけるＳＤ

Ｇｓの推進にあたっても重要な役割を担います。緑を守り育て活かすことを通じて、あらゆる人に居

場所があり、活躍でき、安心して暮らせる「日本一暮らしやすい埼玉」の実現につなげていきます。 

以上から、ここでは 21 世紀半ばを展望した埼玉における緑の将来像を「多様で豊かな緑と共生す

る『埼玉』」としました。この緑の将来像を共通の羅針盤として、長期的な視点で着実に緑を守り育て

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

守り育て活かされている豊かな緑 

  

せん。 

緑の将来像「多様で豊かな緑と共生する『埼玉』」 
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 緑の将来像の実現に向けて 

   

    前頁で示した「緑の将来像」実現に向けて、次の３点を踏まえて取り組みます。 

① 緑の「環境」、「社会」、「経済」面の価値向上と可視化へ 

都市における緑は、景観、ヒートアイランド現象の緩和、ふれあい空間としての機能が着目されて

いました。近年は、価値観やニーズが多様化しており、地域課題や社会的ニーズにより具体的に対応

し、緑が有する多様な機能を発揮させることが重要となっています。 

ＳＤＧｓの理念に沿い、経済・社会の諸課題の解決に向けて統合的に取り組むことが、県民の生活

の質や地域の価値を高めることにつながります。 

 

表２ 緑が発揮すべき主な機能 

 緑の主な機能 

環 境 

自然と共生する 

社会の実現 

・野生生物の生息拠点の保全と生物多様性の確保 

・野生生物の移動経路や隠れ家となる樹林地の保全  

（エコロジカルネットワークの形成） 

・自然とのふれあい、環境教育の場の実現             等 

都市環境の向上 

・ヒートアイランド現象の緩和 

・温室効果ガスの固定吸着 

・水質の浄化                               等 

社 会 

安全・安心の確保 

・雨水の浸透・貯留による水害の軽減 

・水源かん養機能の維持、土砂災害の軽減・防止  

・大気汚染などの影響、ヒートアイランド現象の緩和 

・地震火災の発生時の延焼遮断、避難地・経路の確保     等 

健康・福祉の向上 

・散歩、健康増進、介護予防等の場の提供 

・子供の遊び場、子育ての場の提供 

・緑とのふれあいによるストレスの軽減              等 

地域コミュニティ

の醸成 

・地域活動（お祭り、イベント等）の場の提供 

・地域の緑への愛着の醸成 

・保全活動や体験活動を通じた交流の促進            等 

経 済 

良好な景観の形

成による都市の

魅力向上 

・広域的自然景観の軸となる山並みの保全 

・地域に即した景観・歴史的風土を持つ里地里山景観の維持  

・周辺地からの良好な眺望の確保 

・建築物等の緑化による潤いある街並み・都市景観の形成  等 

経済・活力の 

創出・維持 

・快適な都市環境の形成による競争力の向上 

・都市農業の振興 

・観光資源としての活用、エコツーリズムの振興         等 

   参考：国土交通省 国土技術政策総合研究所資料『これからの社会を支える都市緑地計画の展望 

      人口減少や都市の縮退等に対応した緑の基本計画の方法論に関する研究報告書（平成 28年 6 月）』 

  

 緑地の保全を図る上で緑地の持つ価値を把握するため、平成 30 年（2018 年）５月に観測された衛星

画像などのデータを用いて、面積５ha 以上の緑地（田畑を除く）を対象に、「緑の寄与度（緑地の有す

る機能が発揮されているか）」と、「緑の変化度（市街化区域内や周辺地域の開発圧力など緑地消失の要
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素があるか）」の２つの視点から分析しました。 

 分析に当たり、緑が有する機能として、広域的な観点から、①自然環境の保全、②防災・環境負荷の

軽減、③交流や自然とのふれあい、④景観形成の４つの評価項目を設定し、分類・整理しました。 

 今後は、整理結果を共有し、市町村の意向を尊重しながら連携し、緑地の保全を促進していきます。

（巻末資料参照） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

② 市町村や多様な主体との連携・協働 

埼玉県は、山地から平地まで様々な地形を抱え、土地利用等も地域ごとに様々であることから、市

町村が抱える緑の課題を県も共有し、相互に知恵や工夫を出し合いながら取組の質を高めていく必要

があります。また、生物は市町村の境界を超えて移動することから、広域的な視点で県土の緑を捉え

ながら施策を展開する必要があります。 

本計画策定に先立ち市町村へのアンケート及びヒアリングを実施し、市町村域をまたぐ緑の保全・

活用における市町村の考え方の相違や、緑の活動を担う市民や企業等の活動における後継者不足等が

共通の課題であることが確認されたことからも、県と市町村、さらには住民や企業等との連携・協働

が重要となります。 

以上から、緑の取組を強力に推進していく上で欠かせない市町村との意見交換・相互協力等を進め、

より一層の連携を図るとともに、緑の将来像実現という共通目標に向け、埼玉版ＳＤＧｓを推進し、

多様な主体が協働して取り組みます。 

 

図 22 市街化区域等における緑の寄与度が高い緑地の分布

図 

市街化区域等における 

緑の寄与度が高い緑地(※) 

※「緑の寄与度（緑地の有する機能が発揮

されているか）」と、「緑の変化度（市街化区

域内や周辺地域の開発圧力など緑地消失の

要素があるか）」の２つの視点から分析した

結果に基づき分類 
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③ 身近な緑の活用 

 前節「緑を取り巻く状況の変化」のとおり、コロナ禍を契機に、暮らしに近い場所で自然を感じる

ことのできる公園や緑地の重要性が再認識されるようになりました。また、心地よいと感じ、また保

全・創出が重要であると考える緑は、県民の日常の暮らしに身近な緑が多く挙げられました（令和元

年度(2019年度)実施「県民意識調査」による）。 

緑が人々にとって空間的に近いところに存在するだけでなく、暮らしの中で活用できるなど、心理

的にもより身近なものとなるよう、身近な緑の施策を充実させていく必要があります。 

 

そこで次の項目では、緑の将来像の実現に向けて、広域的な視点から緑を捉えるとともに、県と市

町村が緑地の機能評価を踏まえ、その価値を共有した上で多様な主体との連携により、緑の保全・創

出・活用を図るため、 

・広域的な視点での緑の方向性 

・地域別の緑の方向性 

 を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



                                       

25 
 

 

2 埼玉県の緑の方向性 
 

（１） 広域的な視点での緑の方向性 

① 緑のネットワークの形成  

広域的な緑の状況を踏まえ、緑地の保全と市街地における緑の創出に一層取り組む必要があります。 

市街地においては、緑を創出できる余地が少ないからこそ、限られた空間を有効に活用した緑化や、

生物の移動等に配慮した樹種の選定、継続的な維持管理への配慮が必要です。また、本県における様々

な緑を、多様な機能の発揮を通じて地域づくりにおけるグリーンインフラとして積極的に活用する必

要があります。生態系を活用した防災・減災（Ｅｃｏ－ＤＲＲ）もその一つです。これは、緑を含む

生態系を維持することで、地域に自然の豊かな恵みを供給するとともに、防災・減災対策にもつなげ

ていくアプローチです。 

こうした緑の多様な機能を十分に発揮するためには、様々な緑を保全・創出・活用する取組の連携

により、緑のネットワークを形成することが重要です。 

以下では、市街地に加え丘陵地や台地なども含めた県土全体から、広域的な緑の方向性として多様

で豊かな緑が織り成すネットワーク形成の考え方を示します。 

 

 

１「緑の核（コア）」をいかす 

森林に覆われた秩父山地や本県を貫流する荒川などは、首都圏や埼玉県の地形を形成し、埼玉の重

要な緑の核となっています。こうした広大な緑及び水面が、丘陵地や台地、田園などの拠点や、河川・

水路、大規模公園、大規模な樹林地などとつながり、広範囲に緑が連続することにより、災害の防備

など県土の保全機能が発揮されるとともに、生物多様性が保全されるようにしていきます。 

 

 

 ２「緑の拠点（エリア）」をつくる 

本県の多様な地形により地域の優れた景観を生み出している狭山丘陵、比企丘陵、三富
さんとめ

地域、見沼

田圃
た ん ぼ

など、広域的なまとまりのある緑について、地域としての一体的な保全を図りながら、緑の拠点

づくりを進めていきます。 

 

 

 ３「緑の形成軸（コリドー）」でつなぐ 
野生生物の移動経路や景観の連続性の確保、ヒートアイランド現象の緩和など、緑の多様な機能が

発揮されるよう、緑豊かな市街地（生垣、建物の屋上や壁面の緑など）、道路沿いの街路樹、河川や水

路、点在する樹林地などを活用し、「緑の核」や「緑の拠点」をつなげていきます。 
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② 緑のネットワーク形成に向けた取組 

１ 森林の整備 

本県の森林は県土面積の約３分の１を占めており、水源かん養や生物多様性の保全、木材等の林産

物の供給、快適環境の形成等多くの機能を有する「緑の核（コア）」です。  

しかし、林業の低迷から人工林が伐採・利用されず森林の高齢化が進んでおり、間伐など手入れの

不足やニホンジカの食害などによる森林の荒廃も見られ、それらの機能の低下が懸念されています。 

そこで、市町村と連携しながら伐期を迎えた人工林の伐採・再造林を促進して森林の循環利用と森

の若返りを図るなど、適切な森林整備を進めます。併せて、森林の循環利用に取り組む林業事業体へ

の支援や、航空レーザを活用した森林資源調査の実施と成果の市町村への提供など、他主体との連携、

支援を進め、林業に対する意欲の創出を図ります。さらに、県産木材の住宅への利用促進や公共施設

の木造化・木質化などにより、木材利用の意義や理解の拡大を図ります。 

また、本県の森林は大都市圏から近いため、森林ボランティア活動等の場として活用しやすいとい

う特徴があります。森林ボランティア団体の活動を支援するほか、社会貢献を目的とした森づくりを

希望する企業に対し、活動しやすい環境の整備を進めるなど、県民参加の森づくりを推進していきま

す。 

 

２ 農地の保全 

県土面積の約 20％が農地であり、また県全体の緑被率の約 35％を農地が占めています。農地は、農

産物の供給に加えて、防災機能、レクリエーション、自然環境の保全、ヒートアイランド現象の緩和

等の多面的な機能を発揮しています。 

図 23 緑のネットワーク形成概念図 
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地産地消の促進や地場農産物に関する情報提供、市民農園や福祉農園など農作業ができる環境の整

備等を通じて、県民の都市農業への理解を深めることで、都市農業の振興を図り、農地の保全につな

げていきます。また、現在営農している都市農業者やその後継者となる担い手の育成・確保を図ると

もに、栽培技術や経営の支援、生産施設の整備に対する支援等を行っていきます。 

生産緑地・特定生産緑地については、市が指定に向けた業務を円滑に進められるよう必要な情報を

提供し、支援し保全に努めていきます。 

 

３ 都市公園の整備 

都市公園は、多様な生物を育み、人と自然がふれあい共生する空間であるとともに、災害から都市

を守る存在でもあります。また、様々な人々を引き寄せ、活動や憩いの場となり、そして周辺地域へ

波及し、まちがにぎわい、活性化するような存在です。 

本県の都市公園の整備状況については、平成 30年度末現在、5,098.4haとなっており、地域区分別

の県民一人当たりの公園面積は県南ゾーンが 3.97 ㎡/人、県央ゾーンが 7.58 ㎡/人、県北ゾーンが

20.37㎡/人と地域別の公園整備状況に差があります。 

そこで、地域に応じた公園の量の充足と機能の充実のバランスを取った公園整備を進めていきます。 

なお、都市公園の整備、リニューアルにあたっては、各公園の特色を活かしながら、子供から高齢

者まで様々な世代が交流し、健康づくりや生涯学習の場になるなど、時代の変化や利用者ニーズに対

応していきます。また、既存公園の樹木の適切な管理を行うとともに、緑の更新や創出に際しては県

民との連携・協働した緑の充実を行う等、一層県民から愛される都市公園の整備に取り組んでいきま

す。 

 

４ 「身近な緑」の保全・創出・活用 

本県は首都圏に位置しながら、武蔵野の面影を残す平地林、豊かに広がる田園や屋敷林、三富
さんとめ

地域

見沼田圃
た ん ぼ

など、長年にわたり人々に親しまれてきた緑が多く残されています。しかしながら、都市化

の進展等により、平地林などの「身近な緑」は減少しつつあります。  

「身近な緑」は私たちの生活に密接に関わり、暮らしやすい豊かな環境を維持していくためにも重

要な要素となっており、その減少を少しでも食い止めるには、保全・創出・活用を戦略的に進める必

要があります。価値が高い緑が多くの地域に広がることは、緑豊かな環境の広域的な形成にもつなが

ります。 

第３章では、緑の保全・創出・活用について目標と施策を示しました。まず「緑の保全」として多

様な主体と連携した緑地の保全・管理やさいたま緑のトラスト運動の推進など、次に「緑の創出」と

して緑化計画届出制度や屋上緑化や壁面緑化等の促進など、最後に「緑の活用」として緑に関する情

報発信、活動への支援と担い手の育成などを推進することとしました。 
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（２） 地域別の緑の方向性 

 

埼玉県は、西部の山地、中央部の丘陵地、台地、東部の低地という多彩な地形によって構成されて

います。それぞれの地形の特徴を踏まえた地域別の緑の方向性を以下に示します。 

 

表３ 地形別の緑の方向性 

地形区分 現況の主な土地利用 緑の方向性 

山 地 

○広大に連たんする樹林地 

○一部には原生林も残され、山岳

や渓谷等優れた自然環境を保持 

隣接都県の山地と一体に、連続してまとまりのある

自然環境が保全されるようにします。水源かん養等

の県土保全機能、自然とのふれあい機能等が総合的

に発揮されるような緑を目指します。 

丘陵地 

○山地と平野部をつなぎ大半が連

たんする樹林地 

○稜線は市街地からの眺望対象 

多様性に富んだ野生生物の生息生育空間としての

機能が発揮され、良好な里山景観が形成されるよう

な緑を目指します。 

台 地 

○分断化した樹林地・農地・都市的

土地利用が混在し、歴史文化や

景観要素を残す樹林地が存在 

点在する樹林地が適切に保全され、農地や市街地と

調和した緑豊かな地域づくりが進められるような

緑を目指します。 

低 地 

○広大な農地からなる田園的土地

利用 

○屋敷林や社寺林が点在 

広大な水田を代表とする農地を基調として、河川・

水路、屋敷林や社寺林等が一体となった田園景観の

ような緑を目指します。 

市街地 

○市街化区域として、連たんする

市街地を形成 

○屋敷林や公園が点在 

残された貴重な樹林地等を保全・活用しながら、新

たな緑の創出により、緑豊かで良好な生活環境を有

する市街地が形成されるようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 埼玉県の地形区分  
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埼玉県を、３つのゾーンと 10の地域に区分しました。 

３つのゾーンは、都心からのおおよその距離に基づいて区分した範囲です。都心から概ね 10～30km

圏に位置する「県南ゾーン」は、都市化が進み、都内への交通利便性が高いことから、人口の増加傾

向が続いているゾーンです。市街地が連たんする一方、見沼田圃
た ん ぼ

等の緑が、市街地から近い距離に位

置しています。荒川周辺や安行、平林寺境内等にも、まとまりのある緑地が分布しています。 

都心から概ね 30～60km圏に位置する「圏央道ゾーン」は、郊外の鉄道沿線の都市を核として定住が

進んだゾーンで、都市と田園が共存した環境がつくられています。三富
さんとめ

新田や、狭山・入間地域など、

農業によって形成されてきた緑が分布するほか、四季を通じて美しい自然が広がる県立奥武蔵自然公

園を有しています。 

都心から概ね 60km以遠に位置する「県北ゾーン」は、豊かな自然環境や地域の歴史や文化が生かさ

れているゾーンです。西側の山地では豊かな樹林が形成され、東側の低地では、利根川や中川などの

豊かな水辺と田畑が広がっています。山地は、一都三県にまたがる秩父多摩甲斐国立公園の一部であ

り、原生林や清流、美しい渓谷を抱えています。 

 

 
図 25 埼玉県の地域区分 

 

10の地域は、県民の生活圏としての一体性など広域的なまとまりに基づく地域です。それぞれの地

域によって異なる緑被の状況や県民のニーズ等に応じて、緑の方向性を検討していく必要があります。 

以下では、県民意識調査や緑が有する機能評価等を踏まえ、地域別に緑の保全・創出の方向性を示

します。（県民意識調査や緑が有する機能評価の詳細については、巻末資料参照） 

住民に最も身近な市町村では、この方向性を参考としつつ、より詳細な住民ニーズや地域の状況等

に則して、緑の取組を検討していくことが重要です。 

  

県北ゾーン

圏央道ゾーン

県南ゾーン

秩父地域

北部地域

西部地域

川越比企地域

県央地域

利根地域

東部地域

さいたま地域

南部地域南西部地域
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① 南部地域 

広く市街地が形成され、緑化余地が限られていることから緑被率も低く、居住者の緑に対する満足

度は、県内で最も低い状況です。県民意識調査からは、緑に対する満足度の要因として、目に見える

緑の多寡が考えられることから、緑化できる余地が限られる中でも、市街地における目に見える緑の

創出が、緑に対する満足度を高める上で重要です。 

本地域では、特に公園と街路樹の心地よさの評価が高く、保全・創出の意向も高いことから、市街

地内の貴重な緑として保全・創出を図り、さらに行政のみならず多様な主体が参画することで緑の維

持管理を進めていくことが重要です。 

市街地が広がる本地域において、まとまりのある緑地は貴重な存在です。まとまりのある緑地のう

ち３割以上は、防災・環境負荷調整機能、ふれあい提供機能、景観形成機能の観点で評価が高くなっ

ています。３つの機能の評価が、全体の３割を超える地域は県内で唯一となっています。開発圧力が

高い本地域においては、こうした雨水浸透能力も高く重要な緑地を、様々な手段を講じて保全してい

くことが必要です。 

 

② 南西部地域 

市街地は緑の総量は少ないものの、面積の大きな樹林が点在し

ています。三富
さんとめ

新田では開拓地割りを生かした短冊状に形成され

た農地がその形態を留めており、平地林を活用した伝統的な農法

は、日本農業遺産「武蔵野の落ち葉堆肥農法」として評価されて

います。こうした歴史的にも価値の高い緑を有する地域ではあり

ますが、県民意識調査では緑の心地よさは県平均と同程度にとど

まっていることから、地域の特徴的な緑を地域の満足度につなげ

る取組が必要です。 

また、まとまった平地林は、ふれあい提供機能、景観形成機能

の観点から評価が高くなっています。これらの樹林地や市街地内に点在する農地は雨水浸透能力が高

いことから、確実に保全するとともに、多様な主体が参画した維持管理を進めることで、様々な人々

が交流や安らぎを得ながら、緑が将来に継承されていくことにつながると考えます。 

 

③ 東部地域 

鉄道周辺に形成されている市街地では、綾瀬川、元荒川等の河川

が東西方向の緑のネットワークを形成しています。県民意識調査で

は河川敷・河川の心地よさが全県平均よりも高い評価を受けており、

引き続き保全していくことが重要です。 

緑の満足度の要因として「様々な場所に緑があること」があげら

れており、河川、農地、樹林地等、それぞれの緑が県民に身近であ

ることがうかがえる一方、「大きな緑の空間が無いから」が緑に恵ま

れていない理由として最も多く、面的な緑の空間創出が期待される

屋敷林 

三芳町の雑木林 
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ところです。 

市街地の樹林地は貴重な緑の空間ですが、雑木林・屋敷林・境内林等に感じる心地よさの評価が低

いことから、維持管理が不十分な樹林を把握し、管理水準を改善することも検討する必要があります。

市街地が広く形成されている県南ゾーンの中では、街路樹に対して感じる心地よさの評価が最も低い

状況にあり、市街地内の重要な緑として、維持管理の質を高めていくことを検討する必要があります。 

まとまりのある緑地をみると、防災・環境負荷調整機能とふれあい提供機能の観点で評価の高い緑

地が多くなっています。点在する小規模な樹林地や農地を、市街地における雨水流出の抑制につなげ

るためも、保全していくことも必要です。また、河川沿いや河川周辺の低地部に、保全の重要度が高

い緑地が特に分布しています。河川敷・河川の心地よさについて県民の評価が高いことから、県民の

参画を得ながら保全し、維持管理していく方向性も検討することが重要と考えます。 

 

④ さいたま地域 

中央に広がる市街地では一定範囲の面積を有する樹林地等が緑の

拠点となっており、また市街地全体を取り囲む河川とその周辺の農

地が本地域の緑の骨格となっています。 

県民意識調査では約半数の回答者が緑に恵まれていると感じてお

り、大きな緑の空間の存在が本地域における緑の満足度の要因とし

て考えられます。県内でも特に高密な市街地が形成されており、緑

化余地が限られている中で、市街地の緑の核となる空間を創出して

いくことが求められます。 

複数の鉄道が走る本地域では、駅前の緑が他の地域よりも心地よさの評価が高く、保全・創出の意

向も高くなっています。地域の玄関口となる駅前の緑の保全・創出をより一層取り組んでいくことが

重要です。 

まとまりのある緑地は、市街地中心部では限られており、周縁部に多く存在しています。こうした

緑は、防災・環境負荷調整機能、人々の活動の場となるふれあい提供機能、景観・歴史的風土を有す

る景観形成機能の観点で評価が高くなっています。特に、まとまりのある緑地の約４割は、荒川沿い

や見沼田圃など市街地の外側に位置する緑地を中心に、ふれあい提供機能の評価が高く、また県土を

代表する景観としての評価も受けています。こうした緑地は雨水浸透能力が高いことから、開発圧力

が高い本地域では、確実に保全していくことが重要となります。 

 

⑤ 県央地域 

県民意識調査から、緑の満足度と目に見える緑の量のニー

ズが県内でも高いことがうかがえます。緑化できる余地が限

られる中でも、住宅地等における目に見える緑の創出が、緑

に対する満足度を高める上で重要です。 

本地域内では鉄道駅周辺の緑被率が特に低いことから、市

街地の中でも駅前において重点的に、目に見える緑の創出に

取り組むことも効果的です。また、駅周辺から離れた住宅地 農地と住宅地 

見沼田圃 
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では、樹林地や農地が散在していることから、一定の面的な緑の空間を保全し、活用していく方向性

を検討することも重要です。 

本地域のまとまりのある緑地は、ふれあい提供機能と景観形成機能の観点で評価の高い緑地が多く、

特に荒川周辺に多く分布しています。また、評価の高い緑地のうち、市街地など開発圧力が想定され

る場所に分布しているものについては、地域における開発の状況等を踏まえながら、今後緑地が失わ

れる可能性が高い場所を優先的に地域指定の網掛けを図るなど、戦略的な緑地保全の取組が重要とな

ります。 

 

⑥ 川越比企地域 

県民意識調査結果から、本地域では、他の地域よりも目に

見える緑が多いと評価されています。緑の少ない市街地にお

いては、目に見える緑についての現在の状況を維持し、必要

に応じて新たに創出していくことが重要です。 

一方、大きな緑の空間の存在について評価が低く、また草

花に触れたり遊んだりできる空間が、居住者にとって少ない

と感じられる状況が考えられます。公園や農地の「心地よさ」

の評価が比較的高いことからも、居住者が滞在し、活動でき

る緑の空間を増やしていくことが、緑の満足度を高めること

につながると考えられます。 

本地域は、県内でも５ha以上のまとまった緑地が特に多い地域です。緑の寄与度等が高い緑地は丘

陵部に多く分布しており、こうした緑地は、ふれあい提供機能や景観形成機能の観点からの評価が高

く、今後も県民が豊かな自然を享受できる空間としての活用を続けていくことが重要です。 

 

⑦ 西部地域 

県民の緑に対する満足度は、県内で秩父地域に次いで高いことから、今後もこの満足度を維持して

いくことが重要です。 

県平均に比べ、山地の大規模な緑の心地よさが高く評価されていることから、地域の西側の外秩父

山地の緑を適切に保全していく必要があります。 

中央の丘陵部、東側の台地では、樹林地や農地が広く分布し

ているものの、鉄道駅周辺の市街地では緑が少なくなっていま

す。狭山丘陵やその周辺では古くから農業が営まれ、里山とし

ての景観や生態系が形成されてきました。こうした雑木林等の

心地よさの評価が県全体と比べて高いことから、県民がこれら

の空間に気軽にアクセスでき、親しめる状況を創出することも

効果的です。 

まとまりのある緑地をみると、ふれあい提供機能と景観形成

機能の観点からの評価が高い緑地が多くなっています。さらに、

外秩父山地の緑から丘陵地の緑、農地の中に点在する平地林まで、様々な場所の緑の評価が高い点が

茶畑 

武蔵嵐山渓谷周辺の樹林 
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特徴的であり、本地域の緑に対する満足度の高さにつながっているとも推察されます。市街地にも評

価の高い緑が分布していることから、雨水流出の抑制につなげるためにも、点在する小規模な樹林地

や農地など失われる可能性の高い緑地には何らかの対策を講じ、保全していくことが重要です。 

 

⑧ 利根地域 

本地域の特徴である広大な農地について、居住者は「心地よい」と高く評価しており、今後も保全

していくことが重要です。 

一方、鉄道駅周辺に形成されている市街地では緑が少ない

状況です。県民意識調査では緑の満足度について、「大きな緑

の空間の存在」、「草花に触れたり、遊んだりできる緑の空間

の存在」について評価が低いことから、こういった空間の創出

が、県民の満足度を高めていくことにつながると考えられま

す。 

本地域では、まとまりのある緑地の多くは、防災・環境負荷

調整機能、ふれあい提供機能の観点で評価が高くなっていま

す。本地域の緑被率は 58％と高いものの、その多くが田畑であり、機能別の評価の高い樹林地等は地

域の中で特に貴重であることから、着実に保全を図っていくことが重要です。 

 

⑨ 北部地域 

緑被率が比較的高い状況にあります。居住者が緑に恵まれ

ていると感じる理由として「様々な場所に緑があるから」が最

も多く挙げられており、また、緑の種類別の心地よさでは、田

畑が県平均を大幅に上回るなど、ほとんどの緑の種類の心地

よさが高い評価を受けています。様々な緑を生かしながらま

ちづくりを進めていくことが期待されます。 

一方、居住者が緑に恵まれていないと感じる割合が県内で

一番低い地域であるものの、駅前の緑の心地よさは概ね県平

均であることから、特に駅前において目に見える緑を重点的

に創出することが、居住者の満足度の向上に効果的と考えられます。また、身近な緑の管理水準を高

めていくことも、満足度を高める上で重要です。 

本地域においては、まとまりのある緑地は、防災・環境負荷調整機能の観点からの評価が高くなっ

ています。市街地などの緑地は開発圧力等によって失われる可能性があることから、優先的に創出や

保全を推進していくことが重要です。 

 

⑩ 秩父地域 

本地域では山地が大部分を占めており、山地の緑について心地よさと保全・創出意向が高く、これ

を保全していくことが重要です。また、本地域では山地の緑が主な資源の一つであることから、公益

深谷の防風林 

幸手の権現堂堤 
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的機能の発揮や新たな雇用の創出につなげるなど、居住者の満足度を高める観点も必要です。 

本地域は、県民意識調査結果からは、草花に触れる、遊ぶよ

うな活動のできる空間や多様性のある緑が求められていると

考えられます。秩父市街地の緑化に加えて、居住者が緑に直接

触れることのできる場や機会の創出が、本地域における満足

度を高めていくことにつながります。 

本地域では、地域の多くを緑が占めている状況にあって、評

価対象となる５ha 以上の規模を満たす緑地が市街地にはほと

んど分布していません。市街地に隣接するように立地してい

る緑は、防災・環境負荷調整機能の評価が高く、秩父多摩甲斐

国立公園をはじめ多くの緑を有する山地では、豊かな動植物

の生息生育基盤となる植生自然度の高い緑を有し、また湧水地や巨木等の貴重な資源があるなど、自

然環境保全機能としての評価が高くなっています。それぞれの場所に応じて発揮されている緑の機能

が減退しないよう、保全・維持管理を進めていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秩父の山地と盆地 


